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２０１９年もどうぞよろしくお願いいたします。 

今回の「もっす」通信は、１２月議会での私の一般質問等を掲載し

ております。 

＊いつも「もっす」通信をご覧頂きましてありがとうございます。 

お困りごとや市政への要望・意見などがございましたら、お気軽にお

寄せください。 

「私の質問項目」をピックアップ。 
１２月議会では◎幼児教育・保育の無償化の捉えかたとその準備に

ついて◎平成３１年度の予算編成方針について◎外国人の受け入

れ拡大に対する捉え方とその対応について◎ふるさと納税の件数と

寄付額が減少している要因について◎平成３０年度の収入見込みに

ついて◎消費税増税に伴う市税収入等への影響見込みについて◎

森林環境譲与税の見込みとその活用策について◎プロモーション動

画制作のコンセプト等について◎歴史的風致維持向上計画の認定

による国からの支援拡充の見込み◎市街化調整区域における制限

の緩和策や今後の施策について◎バリアフリー化の取り組みと成果

について◎飯岡体育館と都南体育館との複合化整備を南公園付近

とした場合の市の考え方について一般質問をおこないました。 

 「小学校・中学校・幼稚園空調設備事業の一般会計補正予

算関係について」今回、国の平成３０年度一般会計第一次補正予
算を活用して普通教室等に空調設備を整備する事業費が補正予算

として提案され小学校の整備対象室数は、普通教室５９７室、保健

室・校長室・職員室１３９室の整備費として２５億８千８百２１万９千

円、中学校の整備対象室数は普通教室２６４室、保健室・校長室・職

員室７５室の整備費として１３億８千６百８８万７千円、幼稚園の普通

教室９室、保健室・職員室３室の整備費として９千３百５５万円の歳

出予算が組まれました。整備対象総室数は１,０８７室数ですが、国

からの交付金対象室数は８６５室です。総事業費４０億６千８百６５

万６千円の内、国庫支出金が４億６千１百９９万５千円、地方債（空

調設備整備事業債）が３５億３千１百２０万円、一般財源分（公共施

設等整備基金から繰り入れ）として７千５百４６万１千円の財源内訳

です。補正予算としては組まれましたが、来年度に繰り越され、実際

に発注整備は来年度事業となります。 

 

 

この議会活動報

告の作成に関す

る経費は、政務

活動費を充当し

ております。 

 

昨年１１月１２日谷藤

市長に対して市政ク

ラブ会派として来年

度の予算要望書を提

出いたしました。私

からは、子育て支援

の更なる拡充や市街

化調整区域などの地

域格差の解消を直接

市長に伝え、市長公

室はじめ１４部に対し

て１５２項目の要望を

行い、本年１月１８日

に各部からの回答ヒ

ヤリングを行った。 



 

 

１月６日（日）盛岡城跡公

園広場において盛岡市消

防出初式が団員７００名

（警戒残留５００名）車両３

０台盛岡中央・西・南消防

署員１００名車両４台が参

加。念頭に当たって、消

防の使命を再認識すると

ともに、消防団員としての

決意を新たにし、自覚をさ

らに深める目的で行われ

ました。当日は、厳しい寒

い中での式典と大通り一

丁目路上において分列行

進が行われました。団員・

署員の方々の使命感に

満ちた行進の姿に観覧さ

れたすべての方が感動さ

れたことと思います。 

 幼児教育・保育の無償化をどのように捉え、その準備は？ 
   

 

   

   

 答弁を要約 生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育は重要であ

り、子育て世代の経済的な負担軽減を図ることは少子化対策の有効な施

策と期待しています。実施に当たっては、無償化に係る費用や制度変更な

どに伴う事務経費など、新たな負担が見込まれることから、全国市長会を

通じ、必要な財源や経費については、国の責任において確保することなど

を要望しています。 

また、無償化の準備については、幼稚園や保育園、認定こども園に加

え、幼稚園の預かり保育や認可外保育施設等の多様な保育形態が対象

サービスとされたところですが、国においてそのサービスに係る判断基準

や考え方を早期に明確にし、保護者にとってわかりやすい制度設計や手

続き等、万全の準備が必要であり、詳細が示され次第、早急に対応してい

きます。 

２０１９年度の予算編成方針については、 

答弁を要約 31 年度の予算編成方針については、11 月末時点で試算

した 31 年度の収支見通しで、十数億円の規模の歳入不足が見込まれ、国

や県の動向、本市を取り巻く状況を十分に認識し、財源確保に最大限の努

力を傾注しつつ、限られた財源の効果的、効率的な活用に配慮し、市民生

活に必要なサービス水準を確保するとともに、戦略プロジェクト事業への予

算配分を優先するなど、総合計画の各種施策を推進する事業経費の重点

化を図ることによって、めり張りのある予算編成をしていきます。 

外国人の受け入れ拡大に対する捉え方とその対応については、 

答弁を要約 改正された出入国管理及び難民認定法は、人材を確保する

ことが困難な状況にある産業上の分野において、外国人の受け入れを図

り、人手不足を解消しようとするものであると認識しています。  

今回の法改正において創設される新たな在留資格である特定技能１号

は、在留期限が最長５年、特定技能２号は在留期限が設けられないことと

なっておりますことから、外国人労働者の受け入れ拡大は人手不足の解

決の一つの手段となるものと存じておりますが、一方で課題を指摘する意

見があることも存じているところです。  

また、外国人の受け入れ拡大に対する対応についてでありますが、今後国

において分野横断的な基本方針や受け入れ分野ごとの分野別運用方針

が整備されるとともに、受け入れ機関に対しても雇用契約の適正な履行や

支援計画の適正な実施の確保を求めることとなっておりますことから、今

後も国の動向を注視するとともに、市内企業の情報収集を行うほか、業界

団体と意見交換を行いながら、適切な対応を行っていきます。 



 

 
昨年１１月１４日（水）から１６

日（金）にかけて市政クラブ

会派の行政視察を実施。 

上は水素を輸送する車で、下

は、水素を充填する部分

茨木県つくば市でのつくば春

日水素ステーション。ちょうど

水曜日だったので水素充填

車が待機していました。今の

ガソリン自動車のリッター価

格と水素自動車の水素キロ

グラムあたりで換算すると、

どちらもほぼ満タンにした場

合は同じくらいの価格になる

よう設定されていました。これ

は国からの補助があるからこ

その価格設定であると感じま

した。その後、産総研つくば

センターサイエンスで「水素

エネルギーの利活用を目指

した産総研の取り組み」と「ラ

ストマイルの自動走行の地

域実証評価の現状」について

の講演を頂きました。 

 

 

   

 
   

ふるさと納税の件数と寄付額が減少している要因と使途は。 

答弁を要約 ふるさと納税を紹介するポータルサイトでの相対的な訴

求力が弱いこと、また特色ある返礼品の構成が弱かったことや、情報

発信が不足していることなどが要因ではないかと捉えており、 12 月１

日現在の元気応援寄附金の状況は、1,008 件、約 3,810 万円の寄附を

いただいており、29 年度の同時期の 1,162 件、約 4,595 万円と比べま

すと 154件、785万円の減となっております。  

また、使途につきましては、寄附者の意向に沿った活用とするため、

年度内に採納された元気応援寄附金は一旦基金に積み立て、翌年度

以降に基金から繰り入れて、事務事業の財源に充てる方法を採用して

おり、30 年度におきましては 29 年度までに採納され、各基金へ積み立

てた寄附金のうち、約 6,220 万円を繰り入れ、避難場所等に係る表示

板の設置事業など、全部で 42事業の財源として活用しております。 

平成３０年度の収入見込みについては。 

答弁を要約 市税については個人市民税が約２億 5,000 万円の減、

法人市民税が景気回復の影響から約２億 8,000 万円の増を見込んで

おり、他の税目を含めた市税全体では、ほぼ当初予算で見込んだ金額

になるものと考えています。地方交付税につきましては約３億 4,300 万

円の減、その代替財源であります臨時財政対策債につきましては約３

億 9,700万円の増を見込んでおり、それらの差し引き計では約 5,400万

円の増額を見込んでおりますが、地方消費税交付金につきましては現

段階では約 6,000万円の減額が見込まれているところです。 

 次に、12 月１日現在の元気応援寄附金の状況についてであります

が、1,008 件、約 3,810 万円の寄附をいただいており、29 年度の同時期

の 1,162 件、約 4,595 万円と比べますと 154 件、785 万円の減となって

おります。ますが、寄せられた提言の中にはわずかな予算で対応でき

るものもあったと見受けられます。今後予算執行上、差金等が発生した

場合、その一部を原資として、補正等の対応で市民提案箱事業として

幾つかの案件を実施してみてはと考えますが、見解は。 

消費税増税に伴う市税収入等への影響見込みについては。 

答弁を要約 市税収入では法人市民税法人税割の税率が 12.1％か

ら 8.4％に変更されますが、平成 31 年 10 月１日以降に開始する事業

年度から適用されるもので、実際に税収に影響が出てくるのは平成 32

年度からと見込んでいます。  

軽自動車税については、新たに環境性能割が導入されるため、現段

階の試算では約 2,200 万円の増収を見込んでいますが、一方で消費税

の増税と同時に自動車取得税が廃止され、約 7,500 万円の自動車取

得税交付金の減収を見込んでいます。 

地方消費税交付金については、地方消費税が事業者から納付され

るまでには、決算に伴う申告期限や納付期限の関係から、通常半年程

度のずれが生じることから、増税に伴う増額等の影響があらわれるの

は 32 年度以降と見込んでいるところであり、それらを勘案すると 31 年

度においては市税収入等への影響は少ないものと思っています。 



 
雪道走行の自動運転動

画を撮ったもの。 

自動運転が様々の課題

に貢献することとして例え

ば高齢者の交通事故・交

通マナーの問題・地方に

おける移動手段不足・物

流業における運転手不足

などがあげられておりま

す。また、積雪地での実

証実験が進むことにより、

近い将来、盛岡市におい

ても少子高齢化地域での

無人自動運転が可能とな

れば、高齢者や交通弱者

の交通手段として、新しい

生活の足として、豊かな

暮らしをもたらすのではな

いかと期待をしています。 

プロジェクトの目標は、①

自動走行技術の確立・無

人自動走行、遠隔運行の

安全性、信頼性を実環境

で実証②ビジネスモデル

の明確化・サービス事業

の成立性、継続性の道筋

を実地域モデルで実証③

社会システムの確立・新

たな交通システムとして

法制度、インフラ整備④

社会受容性の醸成・実地

域の利用価値とステーク

ホルダーの高い受容性。 

 
   

 
 

 

森林環境譲与税の見込みとその活用策は。 

 答弁を要約 平成 31年度の当市への譲与額は約 3,700 万円になるもの

と試算しており、 次に、31 年度から施行される森林経営管理法に関連す

る取り組みとして、森林の経営管理の集積・集約化に向けた森林現況調

査や、森林所有者の意向調査に係る基礎資料の作成を検討しています。 

 また、林業の担い手確保に向けた取り組みとして、学生等に林業の魅力

を発信するパンフレットの作成や事業所等の現場見学会を開催するととも

に、市産材の利用促進に向けた取り組みとして、商業店舗の木質化に対

する支援、市産材ベンチのデザイン開発等の実施を検討しています。 

中心市街地の活性化や立地適正化計画によるコンパクトシティー化への

取り組みも重要であるが、市街化区域と市街化調整区域では、少なから

ず地域間格差が生じており、市街化調整区域における制限の緩和策や今

後の施策が必要と思うが。 

 答弁を要約 市街化調整区域は、議員指摘のとおり、自然環境に調和し

た山林や農地の保全に努め、農林業の施策を基本とした土地利用を図る

区域に位置づけられています。このため、都市計画法や農地法などの制

限がありますが、本市では平成 17 年に盛岡市市街化調整区域における

開発許可等の基準に関する条例を定めて、分家住宅等の許可手続の合

理化を図ったほか、平成 21 年には市街化調整区域における住宅の建築

行為の緩和を図ってきたところであり、さらに、平成 27 年には飲食店や国

道沿いなどにおけるコンビニエンスストア等の立地の緩和を行っておりま

す。国が定める開発許可制度運用指針の改正等で示される規制緩和内

容を参照し、必要な緩和策を適時行っております。今後も、東北・北海道地

区開発許可、宅地防災行政連絡協議会や岩手県との協議を踏まえ、盛岡

市開発審査会にも付議しながら、随時制限の緩和を検討してまいります。 

なお、市街化調整区域における空き家の活用につきましては、さきに示し

た条例による許可等により活用事例は増えておりますが、今後も他都市に

おける事例を参考とし、関係部局と連携して、新たな空き家の活用策を研

究していきます。 

私のつぶやき 今回の１２月議会では、予算等に関して質問をさせていた

だきましが、今年度や来年度も財政調整基金を取り崩しての歳入予算を

組まなければならない状況で、更なる健全な財政運営が望まれます。ま

た、ふるさと納税制度に関しても自治体間競争の中で負のスパイラル状

況。市街化調整区域（農業振興地域）の農家等では、少子高齢化が進み、

後継者不足、高齢者の独居世帯が増加しています。早急に具体的施策が

必要です。私は、例えば３世帯同居への補助を新設するとか２世帯住宅を

建設した場合の固定資産税の減免とか・・・・考えていくべきと思いますが。 


